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１．はじめに 

長期的な人口減少時代にある我が国では，地域の

持続可能性を評価するうえで，人口動態の把握が重

要である．人口動態は，出生・死亡に伴う「自然動

態」と転出入に伴う「社会動態」に二分されるが，

特に社会動態は地域差が大きく，将来人口に大きく

影響することが知られている． 

2014 年 12 月に制定された「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」では，東京圏への一極集中の是正を

目的として地方移住が推進されている．さらに，昨

今の自然災害の激甚化や COVID-19 の流行に伴い，

居住地選択のあり方に関心が集まっている．  

また，同年 7月に発表された「国土のグランドデ

ザイン 2050」では，生活・社会サービスなどの都市

機能の集約化と各都市機能へのアクセシビリティの

両立を目指す「コンパクト＋ネットワーク」の実現

が掲げられており，地域間連携を念頭に置いた都市

機能の配置検討が求められている． 

今後，都市機能の配置検討を行ううえでは，小地

域などの詳細な地域区分で人口分布や人口推移を分

析することが有効である．そのため，社会動態につ

いても，小地域単位でのデータ整備が求められる．

さらに，社会動態は，ライフステージと密接な関係

にあるため，コーホート（男女・年齢階級）別のデ

ータであることが望ましい． 

近年，小地域（町丁目）の人口関連データの公開

が進んでいるが，小地域・男女別の転入者数の合計

値などの公表に留まっており，小地域・コーホート

ごとの特性に留意した社会動態分析には限界がある． 

そこで，本研究では，オープンデータを活用した

「小地域・男女・年齢階級別」の転出者数および転

入者数の推計手法を提案する．まず，一部都市が公

表する実測値による妥当性検証を踏まえて，大佛ら

（1997）の提案した従来手法の改善提案を行う．そ

の後，提案手法を全国に適用することを可能とする

ため，オープンデータを用いた推計方針を提案する． 
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２．オープンデータ・先行研究 

2.1．人口関連データのオープンデータ 

「政府統計の総合窓口（e-Stat）」では，国勢調査な

どの人口データが多数公開されており，市区町村以

上の地域区分のデータの多くは，データベースから

のダウンロードが可能となっている． 

一方で，小地域人口関連データは，e-Stat「地図で

見る統計（統計 GIS）」からダウンロード可能な国勢

調査の男女・年齢階級別人口や e-Stat の国勢調査小

地域集計からダウンロード可能な小地域・男女別の

転入者数データなどに限られ，小地域・男女・年齢

階級別の社会動態データは公開されていない． 

また，一部の市区町村は，独自に，住民基本台帳

に基づく小地域別の転出者数および転入者数を公開

している．しかし，公開されているデータのほとん

どが，年齢階級を属性に含まないデータであるため，

年齢階級を含む詳細な社会動態データを公開してい

る市区町村は，千葉県柏市などのごく一部の市区町

村に限られる． 

 

2.2．先行研究 

先行研究として，小地域・男女・年齢階級別の転

出者数および転入者数を，各属性に対する集計値か

ら推計した大佛ら（1997）が挙げられる．大佛ら（1997）

の手法では，仮想データに対して，高い推計精度が

得られることが確認されているが，実データに対す

る妥当性検証は行われていない．また，年齢階級別

の移動人口の集計値に関する整合性が担保されてい

ないという課題がある 1)． 

また，分割表の集計値（以下，周辺分布と呼ぶ）

から集計化前のデータを推計する手法として，

Deming ら（1940）が提案した Iterative Proportional 

Fitting（以下，IPF法）が広く知られている．IPF法

の適用例としては，国勢調査データに適用した浅見

ら（1998），地域間人口移動の推計を行った斎藤ら

（1990）などが挙げられる．IPF法では，制約条件が

単一の分割表で閉じていることが求められるが，本

研究で扱う社会動態は，転出入それぞれに制約条件

が課されるため，直接的な利用は困難である． 

３．提案手法 

3.1．従来手法の改善提案 

大佛ら（1997）の提案手法（以下，従来手法と呼

ぶ）では，年齢階級別の移動人口および定住人口の

周辺分布に対する整合性が担保されておらず 1)，4.1

の実測値を対象とした妥当性検証でも周辺分布に対

する不整合が確認された． 

そこで，本研究では，全ての周辺分布に対して整

合的な手法を提案する．従来手法と同様に，小地域・

男女・年齢階級別の転出者数および転入者数を，各

属性の集計値からそれぞれ推計する．ここでは，2時

点間の人口移動を対象とし，1 時点目の人口と生残

率を考慮した 2時点目の封鎖人口および 2時点目の

人口を，それぞれ，移動前人口および移動後人口と

定義する．さらに，移動前後の人口を，それぞれ，

2 時点間に移動しなかった定住人口および転出また

は転入を行った移動人口に二分する． 

ここで，男女それぞれに対して，移動の有無𝑖（0：

定住，1：移動）・小地域𝑗・年齢階級𝑘別の移動前人

口𝑙𝑖𝑗𝑘 ≥ 0および移動後人口𝑚𝑖𝑗𝑘 ≥ 0を定める．この

とき，定住人口の定義より，任意の𝑗，𝑘に対して，

𝑙0𝑗𝑘 = 𝑚0𝑗𝑘が成り立つ．また，周辺分布を， 𝑥+𝑗𝑘 =

∑ 𝑥𝑖𝑗𝑘𝑖 などと表す．すなわち，𝑙𝑖𝑗𝑘および𝑚𝑖𝑗𝑘の周辺

分布はそれぞれ表 1に示されたデータと対応する． 

大佛ら（1997）が指摘するように，転出者数およ

び転入者数は，定住人口から算出可能である．ここ

で，定住人口は，移動前後のいずれの人口も超えて

はならないため，実質的な上限制約を与えるのは移

動前後人口のうち小さい方の人口である． 

 

表 1 移動前後の周辺分布と対応データ 

周辺分布 データ 

移動前 

𝑙+𝑗𝑘 小地域・年齢階級別移動前人口 

𝑙𝑖+𝑘 
年齢階級別定住人口（𝑖 = 0） 

年齢階級別転出者数（𝑖 = 1） 

𝑙𝑖𝑗+ 
小地域別定住人口（𝑖 = 0） 

小地域別転出者数（𝑖 = 1） 

移動後 

𝑚+𝑗𝑘 小地域・年齢階級別移動後人口 

𝑚𝑖+𝑘 
年齢階級別定住人口（𝑖 = 0） 

年齢階級別転入者数（𝑖 = 1） 

𝑚𝑖𝑗+ 
小地域別定住人口（𝑖 = 0） 

小地域別転入者数（𝑖 = 1） 
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そこで，定住人口に関する制約条件を表現するた

め，新たに，𝑛𝑖𝑗𝑘 ≥ 0を式（1）および式（2）が成

り立つように定める． 

𝑛0𝑗𝑘 = 𝑙0𝑗𝑘 = 𝑚0𝑗𝑘 (1) 

𝑛+𝑗𝑘 = min(𝑙+𝑗𝑘 , 𝑚+𝑗𝑘) (2) 

以下に，𝑛𝑖𝑗𝑘の周辺分布𝑛𝑖+𝑘および𝑛𝑖𝑗+が，表 1に

示した周辺分布より導出可能であることを示す． 

まず，𝑛0𝑗𝑘の周辺分布𝑛0+𝑘および𝑛0𝑗+は，式（1）

および表 1に示した周辺分布より，それぞれ，式（3）

および式（4）のように表される． 

𝑛0+𝑘 = 𝑙0+𝑘 = 𝑚0+𝑘 (3) 

𝑛0𝑗+ = 𝑙0𝑗+ = 𝑚0𝑗+ (4) 

さらに，𝑛1𝑗𝑘の周辺分布𝑛1+𝑘および𝑛1𝑗+は，表 1に

示した周辺分布，式（3）および式（4）より，式（5）

および式（6）のように表される． 

𝑛1+𝑘 = ∑ 𝑛+𝑗𝑘

𝑗

− 𝑛0+𝑘 (5) 

𝑛1𝑗+ = ∑ 𝑛+𝑗𝑘

𝑘

− 𝑛0𝑗+ (6) 

𝑛𝑖𝑗𝑘の周辺分布𝑛+𝑗𝑘，𝑛𝑖+𝑘および𝑛𝑖𝑗+を制約条件と

して推定した𝑛̂𝑖𝑗𝑘は，転出入いずれの制約条件も満

たす． 

以上より，転出入それぞれの制約条件は，𝑛𝑖𝑗𝑘に関

する単一の分割表に対する制約条件に帰着すること

が示される．そのため，既存の分割表推定手法であ

る IPF法の適用が可能となる． 

本研究では，3次元の分割表に対して，IPF法を適

用する．IPF法の手順を以下に示す． 

 

【Step1】初期値𝑛𝑖𝑗𝑘
(0)
（時点𝑡 = 0）を与える． 

【Step2】式（7），式（8）および式（9）より時点𝑡の

推定値𝑛𝑖𝑗𝑘
(𝑡)
から時点𝑡 + 1の推定値𝑛𝑖𝑗𝑘

(𝑡+1)
を算出す

る． 

𝑛𝑖𝑗𝑘
′ = 𝑛𝑖𝑗𝑘

(𝑡) 𝑛+𝑗𝑘

𝑛+𝑗𝑘

(𝑡)
(7) 

𝑛𝑖𝑗𝑘
′′ = 𝑛𝑖𝑗𝑘

′
𝑛𝑖+𝑘

𝑛𝑖+𝑘
′ (8) 

𝑛𝑖𝑗𝑘
(𝑡+1)

= 𝑛𝑖𝑗𝑘
′′

𝑛𝑖𝑗+

𝑛𝑖𝑗+
′′ (9) 

【Step3】max|𝑛𝑖𝑗𝑘
(𝑡+1)

− 𝑛𝑖𝑗𝑘
(𝑡)

|が予め設定した収束基準

値（本研究では，10−3を用いた）を満たさない場

合には，【Step2】を繰り返す．収束基準値を満たし

た時点𝑠の推定値𝑛𝑖𝑗𝑘
(𝑠)
を最終的な推定値𝑛̂𝑖𝑗𝑘とする． 

 

また，本研究では，式（10）に示すように，人口

規模に市区町村全体での定住人口または移動人口の

割合を掛けた値を，初期値として用いた． 

𝑛𝑖𝑗𝑘
(0)

= 𝑛+𝑗𝑘

𝑛𝑖+𝑘

𝑛++𝑘

(10) 

本研究では，IPF法の推定に，Barthélemyら（2018）

の開発した R パッケージである mipfp を利用した． 

以上の手法により，従来手法の課題であった，一

部周辺分布に対する不整合への対処が可能となった． 

 

3.2．オープンデータを用いた推計手法の提案 

3.1は，表１に示すデータの利用を前提とした手法

であるが，多くの市区町村では，一部データしか公

表されていないという課題がある．したがって，提

案手法を全国の市区町村に適用するためには，オー

プンデータを用いたデータ生成が必要となる． 

そこで，オープンデータを用いた推計方針を以下

に，示す．ここでは，全国データが公開されている

国勢調査および市区町村別生命表を使用する． 

3.1の提案手法は，移動前後の人口𝑙+𝑗𝑘，𝑚+𝑗𝑘およ

び𝑛𝑖𝑗𝑘の周辺分布が与えられれば推定可能である．

本研究では，国勢調査小地域集計で転入者数のみが

公開されていることや転入が居住地選択行動をより

直接的に表すことを踏まえて，入手が容易な移動前

後の人口および転入者数を用いた推計方針をとる． 

ここでは，ある𝑡年の国勢調査と，その 5年後の𝑡 +

5年の国勢調査および市区町村別生命表を用いて，𝑡

年から𝑡 + 5年にかけての小地域・男女・年齢階級別

の転出者数および転入者数を推定するものとする．

ただし，年齢階級として，0歳から 75歳以上までの

5歳階級を用いる． 

小地域・男女・年齢階級別の移動前人口は，𝑡年に

おける人口に𝑡 + 5年における男女・年齢階級別の生

残率を掛けて算出する 2)．ただし，生残率は，市区
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町村・男女・年齢階級別に一律に与える．また，𝑡 +

5年時点の 0～4歳人口は推計対象から除外する．こ

こで，転入者数は，国勢調査の 5年前の常住地の集

計区分のうち，移動人口に分類される国内（自市区

町村内・自市内他区・県内他市区町村・他県），国外

の和で与える．ただし，5 年前の常住市区町村「不

明」（5年前の常住地が他市区町村だが市区町村名が

不明の者）は，通常，移動人口とみなされないため，

ここでは転入者数に含めない．さらに，市町村合併

や小地域区分の変更が行われた地域では，合併前人

口を重みづけとする生残率の加重平均の処理やジオ

メトリ面積比を用いた人口配分などが必要となる． 

使用するオープンデータの 2000 年以降のデータ

整備年および対応する周辺分布を表 2に示す． 

オープンデータを用いた推計方針を以下に示す．

ただし，推計は男女それぞれに対して行われる． 

 

【Step1】𝑡年の小地域・年齢階級別人口に𝑡 + 5年の

市区町村別生命表より算出した生残率を掛けて，

𝑙+𝑗𝑘を算出する．𝑡 + 5年の小地域・年齢階級別人

口を𝑚+𝑗𝑘とする．𝑛+𝑗𝑘を式（2）で算出する． 

【Step2】年齢階級別転入者数𝑚1+𝑘は式（11）を満た

す必要がある．そのため，年齢階級別転入者数デ

ータが式（11）の変域に含まれない場合には最も

近い端点に一致させる 3)．その後，年齢階級別定

住人口𝑛0+𝑘 = 𝑙0+𝑘 = 𝑚0+𝑘および𝑛1+𝑘を，それぞ

れ式（12）および式（13）により算出する． 

∑ 𝑚+𝑗𝑘

𝑗

− ∑ 𝑛+𝑗𝑘

𝑗

≤ 𝑚1+𝑘 ≤ ∑ 𝑚+𝑗𝑘

𝑗

(11) 

𝑛0+𝑘 = ∑ 𝑚+𝑗𝑘

𝑗

− 𝑚1+𝑘 (12) 

𝑛1+𝑘 = ∑ 𝑛+𝑗𝑘

𝑗

− 𝑛0+𝑘 (13) 

【Step3】小地域別転入者数𝑚1𝑗+は，式（14）および

式（15）を満たす必要がある 3)．そのため，小地域

別転入者数データに対して補正を行い，𝑚1𝑗+を算

出する（後ほど詳述する）．その後，小地域別定住

人口𝑛0𝑗+ = 𝑙0𝑗+ = 𝑚0𝑗+および𝑛1𝑗+を，それぞれ式

（16）および式（17）により算出する． 

∑ 𝑚+𝑗𝑘

𝑘

− ∑ 𝑛+𝑗𝑘

𝑘

≤ 𝑚1𝑗+ ≤ ∑ 𝑚+𝑗𝑘

𝑘

(14) 

∑ 𝑚1𝑗+

𝑗

= ∑ 𝑚1+𝑘

𝑘

(15) 

𝑛0𝑗+ = ∑ 𝑚+𝑗𝑘

𝑘

− 𝑚1𝑗+ (16) 

𝑛1𝑗+ = ∑ 𝑛+𝑗𝑘

𝑘

− 𝑛0𝑗+ (17) 

【Step4】IPF法により周辺分布𝑛+𝑗𝑘，𝑛𝑖+𝑘および𝑛𝑖𝑗+

から小地域・年齢階級別の定住人口𝑛̂0𝑗𝑘 = 𝑙0𝑗𝑘 =

𝑚̂0𝑗𝑘を推定する．その後，小地域・年齢階級別の

推計転出者数𝑙1𝑗𝑘および推計転入者数𝑚̂1𝑗𝑘を，そ

れぞれ式（18）および式（19）より算出する． 

𝑙1𝑗𝑘 = 𝑙+𝑗𝑘 − 𝑛̂0𝑗𝑘 (18) 

𝑚̂1𝑗𝑘 = 𝑚+𝑗𝑘 − 𝑛̂0𝑗𝑘 (19) 

 

ここで，【Step3】における小地域別転入者数デー

タの補正方法について解説する．簡便な方法として，

小地域別転入者数データに，共通の補正係数を掛け

る方法が考えられるが，元データに 0が存在する場

合に，制約条件が満たされない可能性がある．そこ

で，内分比を用いた補正方法を以下に提案する． 

補正前の小地域別転入者数データを𝑚1𝑗+
′ と表す．

ここで，𝑚1𝑗+
′ は，座標∑ 𝑚+𝑗𝑘𝑘 と座標∑ 𝑚+𝑗𝑘𝑘 −

∑ 𝑛+𝑗𝑘𝑘 を結ぶ線分を 𝑝𝑗
′ : (1 − 𝑝𝑗 ′)に内分する点と捉

えられる．ただし，𝑝𝑗 ′は，式（20）で表される． 

ここで，𝑝𝑗 ′に共通の補正項を足した値を𝑝𝑗とする．

ただし，補正値が，変域0 ≤ 𝑝𝑗 ≤ 1に含まれない場合

には，𝑝𝑗を最も近い端点，すなわち 0または 1 に一

致させ，∑ 𝑛+𝑗𝑘𝑘 = 0の場合は，𝑝𝑗 = 0とする． 

 

表 2 使用データの概要 

使用データ 整備年 周辺分布 

地図で見る統計 国勢調査 

小地域・男女・年齢階級 

（5歳階級）別人口 

2000年～ 

2015年 

（5年毎） 

𝑙+𝑗𝑘 

𝑚+𝑗𝑘 

市区町村別生命表 

国勢調査 5年前の常住地・ 

男女・年齢階級（5歳階級）別 

人口―市区町村 

2000年 

2010年 

2015年 

𝑚1+𝑘 

国勢調査 小地域集計 

5年前の常住地・ 

男女別人口―町丁・字等 

2000年 

2010年 

2015年 

𝑚1𝑗+ 
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最後に， 𝑝𝑗 : (1 − 𝑝𝑗)を新たな内分比とする𝑚1𝑗+

を式（21）より算出する． 

以上の算出結果が式（15）を満たすように適切な

補正項を定める 4)．本研究では，Rの uniroot関数を

用いて求根を行った． 

𝑝𝑗
′ =

∑ 𝑚+𝑗𝑘𝑘 − 𝑚1𝑗+
′

∑ 𝑛+𝑗𝑘𝑘

(20) 

𝑚1𝑗+ = ∑ 𝑚+𝑗𝑘

𝑘

− 𝑝𝑗 ∑ 𝑛+𝑗𝑘

𝑘

(21) 

 

４．妥当性検証方法 

4.1．大佛ら（1997）の改善手法の妥当性検証方法 

3.1 の提案手法の妥当性検証におけるテストデー

タとして，千葉県柏市が住民基本台帳に基づいて公

開している，2008年度から 2019年度までの 12年分

の小地域（大字・町丁）・男女・年齢別人口，転出者

数および転入者数を用いる． 

住民基本台帳の人口移動データは，住民基本台帳

への登録時点のデータであり，集計方法が国勢調査

とは異なることを踏まえて，双方のデータ比較は相

関係数に基づいて行うものとする．また，住民基本

台帳と国勢調査の地域区分は必ずしも一致しない．

本研究では，国勢調査を用いた推計結果に対するテ

ストデータとして利用するため，今回は，国勢調査

の小地域と同名の小地域を対象とする（295 地域の

うち約 92.5 %にあたる 273地域が対象となった）． 

柏市は，千葉県北西部に位置し，2015年度時点で

人口は約 41万人である．柏市の 2015年度の人口密

度および鉄道路線の状況を図 1に示す．次に，柏市

の移動人口推移および 2015 年度の年齢階級別移動

人口を，それぞれ，図 2および図 3に示す．図 2よ

り，転出者数は約 2,500 人程度の振れ幅で推移して

いる一方で，転入者は，2012年と 2019年で 5,000人

以上の差が存在することがわかる．また，図 3より，

年齢階級によって移動人口が大きく異なり，柏市で

は，移動人口が20歳から34歳までに集中しており，

25～29歳の移動人口が最も多いことがわかる． 

妥当性検証として，まず，テストデータから表 1

に示した周辺分布データを作成し，従来手法と 3.1

の提案手法のそれぞれで集計前のデータを推計する．

その後，それぞれの推計結果の制約条件の満足状況

および推計精度の比較を行う． 

 

4.2．全国適用方針の妥当性検証方法 

次に，3.2 の推計方針に従い，2010 年国勢調査，

2015 年国勢調査および 2015 年市区町村別生命表を

用いて，2010 年から 2015 年にかけての柏市の小地

域・男女・年齢階級別の転出者数および転入者数を

推計する．その後，テストデータにおける 2010年度

から 2014 年度までの 5 年分の転出者数および転入

者数の累計値との比較を行う． 

 

図 1 柏市の人口密度と鉄道路線状況（2015年度） 

 

図 2 柏市の移動人口推移 

 

図 3 柏市の年齢階級別移動人口（2015年度） 
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また，移動人口は，人口規模と比例関係を有する

ことが予想される．そのため，移動人口を人口規模

との比例関係のみで説明する回帰モデルよりも，今

回，推計した人口移動率などを加味したモデルのほ

うが，高い説明力を有することが望ましい．そこで，

式（22）および式（23）に示す，2種類のポアソン回

帰モデルを設定する．ただし，𝜆𝑖𝑗𝑘は，𝑙𝑖𝑗𝑘または𝑚𝑖𝑗𝑘

のいずれかに対応する． 

ここで，式（22）は，単に移動人口が定住人口に

比例すると仮定したモデルである．一方で，式（23）

は，式（22）のモデルに推計人口移動率の項を加え

たモデルである．妥当性検証として，これらのモデ

ルを対象にカイ二乗検定に基づく分散分析を行い，

説明力に有意な差が生じるかを検証する． 

ただし，本研究では，人口規模を表す定住人口を，

テストデータにおける 2010年度から 2014年度まで

の平均定住人口で与えた． 

ln 𝜆1𝑗𝑘 = ln 𝜆0𝑗𝑘 + 𝛽0 (22) 

ln 𝜆1𝑗𝑘 = ln 𝜆0𝑗𝑘 + 𝛽0 + 𝛽1

𝜆̂1𝑗𝑘

𝜆0𝑗𝑘

(23) 

 

５．妥当性検証結果 

5.1．大佛ら（1997）の改善手法の妥当性検証結果 

従来手法と 3.1 の提案手法の推計結果を図 4 に示

す．図 4より，従来手法と提案手法の双方で，推計

移動人口と実績移動人口間に高い正の相関がみられ

るが，提案手法の相関係数が，従来手法をわずかに

上回っていることがわかる． 

従来手法における年齢階級別の転出者数𝑙1+𝑘およ

び転入者数𝑚1+𝑘に関する制約条件の満足状況を表 3

に示す．ここでは，男女ともに同様の傾向がみられ

るためデータを集計化している．また，転出入それ

ぞれの誤差は等しくなることに注意が必要である．

表 3より，各年齢階級において平均で数十人程度の

誤差が生じており，周辺分布に対する整合性が保た

れていないことが確認できる．さらに，提案手法で

は，全ての時点および年齢階級で制約条件が満たさ

れることが確認された（全ての時点および年齢階級

に対して誤差区間が±10−3以内）． 

また，従来手法と 3.1の提案手法の RMSEは，そ

れぞれ，1.40［人］，1.38［人］であり，12時点中 8

時点で提案手法の推計精度が従来手法を上回った．

また，従来手法と 3.1の提案手法のMAEは，それぞ

れ，0.628［人］，0.623［人］であり，12時点中 10時

点で提案手法の推計精度が従来手法を上回った． 

 

 

図 4 従来手法と提案手法における小地域・ 

男女・年齢階級別移動人口の推計結果 

 

表 3 従来手法の年齢階級別移動人口の 

制約条件満足状況 

年齢階級 
平均誤差 

［人］ 

誤差区間 

（最小～最大）［人］ 

5～9歳 17.7 9.2 ～ 23.3 

10～14歳 20.5 13.6 ～ 27.6 

15～19歳 −0.8 −15.1 ～ 10.5 

20～24歳 −72.0 −110.1 ～ −43.3 

25～29歳 −50.0 −79.0 ～ −21.3 

30～34歳 −21.9 −39.4 ～ 5.7 

35～39歳 −14.4 −32.0 ～ 3.4 

40～44歳 −1.5 −16.9 ～ 10.9 

45～49歳 5.4 −10.6 ～ 22.2 

50～54歳 13.9 6.5 ～ 21.3 

55～59歳 15.5 5.0 ～ 26.4 

60～64歳 15.2 6.2 ～ 22.7 

65～69歳 18.3 9.3 ～ 28.8 

70～74歳 18.1 10.6 ～ 27.1 

75歳以上 16.7 4.4 ～ 30.0 
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以上より，3.1の提案手法は，従来手法の制約条件

上の課題を解決することが確認できた．また，わず

かではあるが，推計精度の向上にも寄与しうること

が確かめられた． 

 

5.2．全国適用方針の妥当性検証結果 

最も移動人口の多い 25～29 歳における小地域別

の推計移動人口と実績移動人口の関係を，図 5に示

す．図 5より，転出入いずれも高い正の相関がみら

れることがわかる． 

年齢階級ごとの推計移動人口と実績移動人口の相

関係数およびテストデータより算出した定住人口と

実績移動人口の相関係数を図 6に示す． 

図 6より，転出入ともに，大半の年齢階級におい

て，相関係数が 0.75を超える高い正の相関がみられ

ることがわかる．また，一部の年齢階級では，定住

人口の有する相関係数よりも高い正の相関がみられ

ることから，人口規模の説明力よりも高い説明力を

有している可能性が示唆される． 

また，転出入のいずれにおいても高齢層の相関係

数が低い傾向がみられ，特に転出の 75 歳以上にお

いてその傾向が顕著であった．これは，高齢層の移

動人口が少ないことに起因する可能性がある． 

最後に，式（23）の回帰モデルのパラメータ推定

結果および式（22）のモデルとの分散分析（カイ二

乗検定）の p値の結果を表 4および表 5に示す． 

表 4および表 5より，65歳以上の転出者数および 

 

表 4 転出に関するポアソン回帰モデル推定結果 

年齢階級 𝛽0：切片 𝛽1：推計移動率 分散分析 

5～9歳 −1.66*** 1.08*** *** 

10～14歳 −2.49*** 1.61*** *** 

15～19歳 −2.66*** 2.30*** *** 

20～24歳 −1.54*** 2.65*** *** 

25～29歳 −0.47*** 0.57*** *** 

30～34歳 −0.59*** 0.43*** *** 

35～39歳 −1.27*** 0.94*** *** 

40～44歳 −1.80*** 1.40*** *** 

45～49歳 −2.25*** 2.01*** *** 

50～54歳 −2.53*** 2.45*** *** 

55～59歳 −2.68*** 1.59*** *** 

60～64歳 −2.82*** 0.98*** *** 

65～69歳 −3.02*** 0.43     

70～74歳 −3.22*** −0.16     

75歳以上 −3.11*** −0.44     

「***」：p < 0.001，「**」：p < 0.01，「*」：p < 0.05 

75歳以上の転入者数を除く年齢階級では，人口規模

の影響を打ち消してもなお，推計人口移動率が移動

人口に正の効果を有することが確認でき，分散分析

でも有意な差がみられた． 

 

図 5 25～29歳の移動人口の推計値と実績値の関係 

 

図 6 推計移動人口および定住人口の 

実績移動人口に対する年齢階級別の相関係数 

 

表 5 転入に関するポアソン回帰モデル推定結果 

年齢階級 𝛽0：切片 𝛽1：推計移動率 分散分析 

5～9歳 −1.79*** 1.59*** *** 

10～14歳 −2.54*** 2.35*** *** 

15～19歳 −2.41*** 1.38*** *** 

20～24歳 −0.92*** 0.54*** *** 

25～29歳 −0.60*** 0.81*** *** 

30～34歳 −0.88*** 0.93*** *** 

35～39歳 −1.10*** 0.69*** *** 

40～44歳 −1.76*** 1.42*** *** 

45～49歳 −2.18*** 1.97*** *** 

50～54歳 −2.28*** 1.73*** *** 

55～59歳 −2.48*** 1.78*** *** 

60～64歳 −2.69*** 1.33*** *** 

65～69歳 −2.95*** 1.66*** *** 

70～74歳 −3.16*** 1.98*** *** 

75歳以上 −2.69*** 0.01     

「***」：p < 0.001，「**」：p < 0.01，「*」：p < 0.05 

R2 = 0.887 R2 = 0.941
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６．おわりに 

本研究では，大佛ら（1997）の小地域・男女・年

齢階級別の移動人口の推計手法に対して，IPF 法を

用いた改善手法を提案した．さらに，国勢調査を用

いて，提案手法を全国に適用する方針を示した． 

実績値に基づく妥当性検証により，提案手法は，

全ての周辺分布に関する制約条件を満たすと同時に，

推計精度の向上に寄与することがわかった．また，

国勢調査を用いた推計移動人口が，実績値に対して

高い正の相関を有することが確かめられた． 

本研究は，データ生成に重きを置いているが，今

後は，小地域・コーホートを考慮した居住地選択モ

デルの構築など，推計データの活用方針について検

討を行う予定である．また，データ生成上の課題と

して，他の分割表推定手法との推計精度比較を行っ

ていないことや推計値の整数への変換について検討

されていないことが挙げられる． 

 

脚注 

1） 大佛ら（1997）では，転出入それぞれの従う確

率分布については明記されていない．ここでは，

転出入をいずれも二項分布に従うと仮定すること

で，従来手法に一致する結果が得られることを示

す．本文中の表記に従えば，転出入はそれぞれ式

（24）および式（25）で表される二項分布に従う．

ただし，𝑝𝑘および𝑞𝑘は，それぞれ，市区町村全体

での転出率および転入率であり，式（26）で表さ

れる．いま，転出入間の独立性を仮定すれば，同

時確率は，式（27）となる．さらに，従来手法と

同様にラグランジュの未定乗数法およびスターリ

ングの近似を用いれば，1次の必要条件が式（28）

のように求められ，これは，従来手法の結果と一

致する．以上より，年齢階級別の移動人口に関す

る周辺分布𝑙1+𝑘および𝑚1+𝑘は，あくまで転出率𝑝𝑘

または転入率𝑞𝑘として確率に反映されているに

過ぎず，制約条件としては扱われていないことが

わかる． 

𝑃𝑘(𝑛0𝑗𝑘) =
𝑙+𝑗𝑘!

𝑛0𝑗𝑘! (𝑙+𝑗𝑘 − 𝑛0𝑗𝑘)!
(1 − 𝑝𝑘)𝑛0𝑗𝑘 𝑝

𝑘

𝑙+𝑗𝑘−𝑛0𝑗𝑘 (24) 

𝑄𝑘(𝑛0𝑗𝑘) =
𝑚+𝑗𝑘!

𝑛0𝑗𝑘! (𝑚+𝑗𝑘 − 𝑛0𝑗𝑘)!
(1 − 𝑞𝑘)𝑛0𝑗𝑘 𝑞

𝑘

𝑚+𝑗𝑘−𝑛0𝑗𝑘 (25) 

𝑝𝑘 =
𝑙1+𝑘

𝑙++𝑘

, 𝑞𝑘 =
𝑚1+𝑘

𝑚++𝑘

(26) 

∏[𝑃𝑘(𝑛0𝑗𝑘)𝑄𝑘(𝑛0𝑗𝑘)]

𝑘

(27) 

−2 ln 𝑛0𝑗𝑘 + ln(𝑙+𝑗𝑘 − 𝑛0𝑗𝑘) + ln(1 − 𝑝𝑘) − ln 𝑝𝑘

+ ln(𝑚+𝑗𝑘 − 𝑛0𝑗𝑘) + ln(1 − 𝑞𝑘) − ln 𝑞𝑘 = 0
(28) 

2） 𝑥歳階級の生残率は，70 歳未満の 5 年後生残率

𝑆𝑥<70および 70歳以上の 5年後生残率𝑆𝑥≥70に分け

て，式（29）より算出した．ただし， 𝐿𝑥𝑦 は，𝑥～

𝑥 + 𝑦歳の定常人口を表す． 

𝑆𝑥<70 =
𝐿𝑥+55

𝐿𝑥5

, 𝑆𝑥≥70 =
𝐿75∞

𝐿70∞

(29) 

3） 補正は，移動人口および定住人口がいずれも正

でなくてはならないという条件を満たさない一部

のデータに対してのみ行われる．【Step2】では，

𝑚+𝑗𝑘および 𝑛+𝑗𝑘を所与として，𝑚1+𝑘および𝑛𝑖+𝑘

を算出する．いま，式（30）が成り立つため，𝑛1+𝑘 ≥

0および式（30）より式（11）が得られる，また，

同様に，式（14）が得られる．4.2の妥当性検証で

は，75歳以上男性の転入者数のみが式（11）を満

たさなかったため，元データの 1,623 人（転入率

約 8.6 %）を約 1,844人（転入率約 9.8 %）に補正

した．また，男女・小地域の 546通りの組合せの

うち 22通り（約 4.0 %）で，式（14）が満たされ

なかった．このうち，変域から最も大きく外れて

いたのは，豊四季台 3丁目の女性データであり，

元データが 700人（転入率約 49.7 %）であったの

に対して，約 817人（転入率約 58.0 %）の下限が

与えられた．ただし，ここでの転入率は，移動後

人口に占める転入者数の割合を表す． 

𝑛0+𝑘 = ∑ 𝑚+𝑗𝑘

𝑗

− 𝑚1+𝑘 = ∑ 𝑛+𝑗𝑘

𝑗

− 𝑛1+𝑘 ≥ 0 (30) 

4） 異なるデータ間の不整合が大きくなければ，内

分比の補正項の絶対値は小さくなる．4.2の妥当

性検証では，内分比の補正項は，男性で約

2.44 %，女性で約 2.36 %であった． 
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